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エールをおくりたい仕事

本号では、本年７月号に続き、農協の基礎組織でもある集落組織の機能発揮をテーマと
する斉藤論文を掲載している。７月号では、農林業センサスの「農業集落調査」のなかの
データを分析することにより、①農家戸数、②水田農業、③集落のコミュニティ機能が集
落組織の存続や機能の発揮に影響することを示し、北海道のJAピンネとJA横浜の具体的
な事例を紹介している。本号は、その続編としてJA会津よつばの集落組織について、独自
のアンケートやヒアリング調査に基づき、取り巻く環境の変化とともに、集落組織を組成
する大きさや機能、役割を見直さざるをえなくなっている様子を詳しく紹介している。集
落組織の数は減少し、機能も縮小するなど厳しい状況にあるが、そうしたなかでも集落組
織をベースに共有財産を管理したり、集落内での様々な問題や相談に対応したりしている
ことが分かる。統計分析による全国的な動向把握のうえで、データだけでは分からない、
それぞれの集落のリアルな実態を伝える論文となっている。
この一連の論文で利用している農林業センサスの「農業集落調査」について、廃止する

方針が農水省から示され、懸念を訴える声が相次いでいると日本農業新聞で報じられてい
る。同調査は地方農政局の職員がヒアリングするなどして作成しているが、それを担当す
る職員の数が減っていることや、個人情報保護の観点から調査が難しくなっていることが
その要因であるようだ。
当研究所は、自身でも農協や漁協に関するものを中心に様々な統計データを作成してお

り、それらと既存のデータを編集した『農林漁業金融統計』の刊行も行っている。１つの
データとしての数字を公表するまでには、もととなるデータを集め、過去の数値と比較し
たりほかの数値との整合性をみたりしてそれが間違っていないかどうかをチェックしなけ
ればならない。さらに、統計として公表するにあたっては、校正・チェックが必須である
など、たくさんの時間と手間がかかる作業である。
一方で、研究員として統計を利用・分析する立場では、データがなくなると実態把握に

支障が生じることも経験している。地域活性化に関する様々な政策が打ち出されている状
況下で、データがなくなってしまうと政策の効果の測定が難しくなる、つまり今よく言わ
れる「見える化」に逆行することになると考えられる。
今回の場合は、廃止の方針を聞いて既に反対の声があがっているようだが、統計は公表

しなくなってから初めて「使っていたのになくなったのか」と不満混じりの意見をぶつけ
られることが多いとみられる。ふだんは、データはあって当たり前ととらえられ、間違い
が見つかったときだけお叱りを受けることが多いのではないか。それでは統計をつくって
いる現場の方に申し訳ない。この原稿の執筆時点では、まだ廃止は決定ではないとされて
いるので、ここでは当研究所では農業集落調査のデータを多いに利用しているという活用
実態をアピールしつつ、統計の作成や校正作業を行っている現場の方に「ありがとう」「デ
ータがとても役にたっている」と伝えてエールをおくりたい。
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